日産テクノのベトナム事業の取り組み (日越企業のビジネス連携 : ベトナム企業・人材を活用した事業展開 ベトナムセミナー) by 犀川  英次
講 演








































出し、日産テクノベ トナム社 を設立 した。
2000年代後半に入ると比較的変更規模の小
さい車両やエンジンの開発全体についても受























































































































































































② 日産テクノベ トナム社のハイテクの取 り
　組み
　　世界に通 じる品質 ・高い信頼を得るクル
　マを開発するためには、お客さまと新技術
　 とを繋ぐ高度な開発手法と市場実態を高度
　な計測技術と解析技術により、きちんと把
　握するインターフェース機能が重要であ
　る。この重要なインターフェース機能を日
　産からNTVへ 移管 し、　HHTPで実施す
　る。
③ ベ トナム社会への貢献
　　高度な市場検証技術活用によりベ トナム
　エンジニアの飛躍的な能力向上が図れる。
　すなわち、高度な技術を開発 していく人財
　は、三現主義(現場 ・現物 ・現実)が礎と
　なり、高度な計測と解析を駆使したお客様
　と市場を把握 してエンジニアとして成長す
　る。
　　また日産グローバルR&Dの20%を分
　担する高度なベ トナムエンジニアが育成で
　き、将来、ベ トナムで車両開発を担うこと
　になる
　この内容を主張 した結果、2010年11月に
「ハイテク審査会」を無事通過 し、日系民間
企業として初めてR&Dゾ ーンへの入居を認
められた。その後も将来計画を見据えた用地
の確保交渉、設備投資の内容を審査する投資
審査会などいくつかの大 きな関門があった
が、粘 り強い交渉で何とかクリアし、本年4
月に投資許可証の取得までようやく漕ぎ着け
た。現在年内の業務開始を目指し、建設工事
を急ピッチで進めている。
3-4.成 功の要因
最も大 きいのが、ホアラックハイテクパー
クの選定時の狙い通 りに、日本からのODA
を背景として、 日本大使館を始め、JICA、
JETROの日本政府関係機関から全面的な支
援を得られたことである。このための情報交
換を密に行い、関係諸機関からタイムリーに
必要なアドバイスを頂くことができた。また
国家事業であり、ベ トナム政府に直結するハ
イテクパーク側としても日本企業の進出を進
めたい意向がNTVの 進出に大きくプラスに
作用した。
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